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 当社は、株式会社ロイヤルパークホテル（以下「RPH」といいます。）との間で、2021 年

5 月 26 日付けで株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結し、2021 年

8 月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、RPH を株式交換完全子会社と

する株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことといたしました。 

 本株式交換に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に規定する事項

は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．株式交換契約の内容 

  本株式交換契約の内容は、別紙１記載のとおりです。 

 

２．会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項 

   交換対価及び割当てについての定めの相当性に関する事項 

 ア 本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 

(株式交換完全親会社) 

RPH 

(株式交換完全子会社) 

本株式交換に係る割当比率 1 0.025 

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式：1,368,010 株（予定） 

（注１）株式の割当比率 

RPH の普通株式 1 株に対して、当社の普通株式 0.025 株を割当交付します。ただ

し、当社が保有する RPH の普通株式（本日現在 65,279,600 株）については、本株式

交換による株式の割当ては行いません。 

なお、本株式交換の効力発生日に至るまでの間において、当社若しくは RPH の財 

産状態・経営状態に重大な変動が生じた場合又は本株式交換の実行に重大な支障と

なる事態が発生し若しくは判明した場合には、当社及び RPH は、相互に協議し合意



の上、上記の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）を

変更することがあります。 

（注２）本株式交換により交付する株式数 

当社は、本株式交換により当社が RPH の発行済株式の全部を取得する時点の直前

時における RPH の株主名簿に記載又は記録された RPH の株主の皆様に対し、その

保有する RPH の株式に代えて、本株式交換比率に基づいて算出した数の当社の株式

を交付いたします。当社は、本株式交換に際して交付するすべての株式に、当社が保

有する自己株式 1,368,010 株を充当する予定であるため、当社が新たに株式を発行す

ることは予定しておりません。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（100 株未満の株式）を保有する株主が新

たに生じることが見込まれます。当社の単元未満株式を保有することとなる株主の

皆様は、当社の株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。 

① 単元未満株式の買取制度（100 株未満株式の売却） 

会社法第 192 条第 1 項の規定に基づき、当社の単元未満株式を保有する株主の

皆様が、当社に対して、その保有する単元未満株式を買い取ることを請求し、これ

を売却することができる制度です。 

② 単元未満株式の買増制度（100 株への買増し） 

会社法第 194 条第 1 項及び当社の定款の規定に基づき、当社の単元未満株式を

保有する株主の皆様が、当社に対して、その保有する単元未満株式の数と併せて 1

単元（100 株）となる数の当社の普通株式を売り渡すことを請求し、これを買い増

すことができる制度です。 

（注４）1 株に満たない端数の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の 1 株に満たない端数の割当交付を受けることとなる

RPH の株主の皆様に対しましては、会社法第 234 条その他の関連法令の規定に従い、

当該端数に相当する当社の普通株式の交付に代えて、当社の普通株式 1 株当たりの

時価に当該端数を乗じて得た額に相当する金銭（1 円未満の端数はこれを切り上げる

ものとします。）を交付します。なお、「当社の普通株式 1 株当たりの時価」とは、東

京証券取引所における本株式交換の効力発生日の前取引日における当社の普通株式

の普通取引の終値（当該前取引日においてかかる終値が存在しない場合には、かかる

終値が存在する直前の取引日の終値）をいいます。 

 

 イ 本株式交換に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

RPH は、新株予約権および新株予約権付社債をいずれも発行しておりません。 

 

 



 ウ 本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

本株式交換に係る割当ての内容の算定にあたっては、当社は両社から独立した第三

者算定機関であるデロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（以

下「デロイト トーマツ」といいます。）に株式交換比率の算定を依頼いたしました。 

また、RPH は両社から独立した第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサ

ルティング（以下「プルータス」といいます。）に株式交換比率の算定を依頼いたしま

した。 

当社の第三者算定機関であるデロイト トーマツ及び RPH の第三者算定機関である

プルータスは、いずれも当社及び RPH から独立した算定機関であり、当社及び RPH

の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しま

せん。 

デロイト トーマツは、当社については、当社が金融商品取引所に上場しており、市

場株価が存在することから、市場株価法を採用して算定を行いました。RPH について

は、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法（以下「DCF 法」といいます。）を、比較可能な上場類似会社が複数存在し、

類似会社比較による株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、さらに

貸借対照表上の純資産価額に基づく純資産法を、それぞれ採用して算定を行いました。 

各算定手法による当社の普通株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の RPH の

普通株式の評価レンジは、以下のとおりとなります。 

算定方法 株式交換比率の 

算定結果 当社 RPH 

市場株価法 

DCF 法 0.017 0.027 

類似会社比較法 0.014 0.024 

純資産法 0.019 0.030 

（注１） 

なお、市場株価法においては、2021 年 5 月 25 日を算定基準日として、東京証券取引所における算定基準日の

終値、算定基準日から遡る 1 ヶ月間、3 ヶ月間及び 6 ヶ月間の各期間の終値単純平均値を採用しております。 

また、純資産法では、RPH により提示された貸借対照表の簿価純資産額に加え、RPH が保有する不動産及び投

資有価証券の含み益を反映させた修正簿価純資産の金額も分析しております。なお、不動産の含み益については、

RPH により提示された第三者機関の鑑定結果を参照しております。 

デロイト トーマツは、上記株式交換比率の算定に際して、デロイト トーマツが検討した全ての公開情報、両社

がデロイト トーマツに提供し、又はデロイト トーマツと協議した財務その他の情報で株式交換比率の算定に際

して実質的な根拠となった情報の全てが、正確かつ完全であることを前提としており、独自にそれらの正確性及び

完全性の検証を行っておりません。また、デロイト トーマツは、両社とその関係会社の資産又は負債（金融派生

商品、簿外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析及び評価を

含め、独自に算定、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。デロ



イト トーマツの株式交換比率の算定は、算定基準日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、RPH の

財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）については、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理

的に検討又は作成されたことを前提としております。 

なお、デロイト トーマツが DCF 法による算定の前提とした RPH の利益計画においては、大幅な増益を見込ん

でいる事業年度を含んでおります。これは新型コロナウイルス感染症拡大の影響が緩和されることによる売上増、

また、オペレーションの効率化により利益率が改善することによるものです。また、当該利益計画は、本株式交換

の実施を前提としておりません。 

 

プルータスは、当社については、当社が金融商品取引所に上場しており、市場株価が

存在することから、市場株価法を採用して算定を行いました。RPH については、将来

の事業活動の状況を評価に反映するため DCF 法を、また、RPH が、その事業の性質

上、重要な不動産を保有していることから修正簿価純資産法を、それぞれ採用して算定

を行いました。 

各評価方法による当社の普通株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の RPH の

普通株式の評価レンジは、以下のとおりとなります。 

算定方法 株式交換比率の 

算定結果 当社 RPH 

市場株価法 
DCF 法 0.023 0.032 

修正簿価純資産法 0.029 0.030 

（注２） 

なお、市場株価法においては、2021 年 5 月 25 日を算定基準日として、東京証券取引所における算定基準日の終

値、算定基準日から遡る 1 ヶ月間、3 ヶ月間及び 6 ヶ月間の各期間の終値単純平均値を採用しております。 

プルータスは、上記株式交換比率の算定に際して、RPH から提供を受けた情報、一般に公開された情報等を使

用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び

完全性の検証を行っておりません。また、プルータスは、両社とその関係会社の資産又は負債（金融派生商品、簿

外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析及び評価を含め、独

自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。プルータスの

株式交換比率の算定は、2021 年 5 月 25 日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、RPH の財務予測

（利益計画その他の情報を含みます。）については、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討

又は作成されたことを前提としております。 なお、プルータスが DCF 法による算定の前提とした RPH の利益計

画においては、大幅な増益を見込んでいる事業年度を含んでおります。これらは新型コロナウイルス感染症拡大の

影響が緩和されることによる売上増、また、オペレーションの効率化により利益率が改善することによるもので

す。また、当該利益計画は、本株式交換の実施を前提としておりません。 

 

当社及び RPH は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定

結果を踏まえて慎重に検討し、当社及び RPH の財務状況、資産状況、将来の見通し等



の要因を総合的に勘案した上で、両社間で交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、

当社及び RPH は、本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益を損ねるもの

ではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うこととしま

した。 

なお、本株式交換の効力発生日に至るまでの間において、当社若しくは RPH の財産

状態・経営状態に重大な変動が生じた場合又は本株式交換の実行に重大な支障となる

事態が発生し若しくは判明した場合には、当社及び RPH は、相互に協議し合意の上、

本株式交換比率を変更することがあります。 

 

   当社の資本金及び準備金の額についての定めの相当性に関する事項 

 本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額はありません。かかる取扱

いは、法令及び当社の資本政策に鑑み定められるものであり、相当であると判断してお

ります。 

 

３．会社法第 768 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項 

  該当事項はありません。 

 

４．RPH についての次に掲げる事項 

   最終事業年度に係る計算書類等の内容 

   RPH の最終事業年度（2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日まで）に係る計算書

類等の内容は、別紙２記載のとおりです。 

 

   最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

   該当事項はありません。 

 

   最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

   該当事項はありません。 

 

５．当社について、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

  該当事項はありません。 

以上 

  



別紙１ 株式交換契約の内容 

（次頁以降に添付） 

 











別紙２ RPH の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

（次頁以降に添付） 

  












































